
人口問題研究（J.ofPopulationProblems）79－4（2023.12）pp.256～279

特集Ⅰ：日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究

少子高齢化社会における公的年金制度

―日中韓の比較―

佐 藤 格

I．はじめに

近年の東アジア諸国では，低出生率を背景に，少子高齢化が急速に進行している．その

影響は社会のさまざまな部分に及んでおり，その中の1つに公的年金制度がある．

公的年金制度は社会の人口構成に強く影響を受ける．特に賦課方式の公的年金制度はそ

の影響が直接的である．賦課方式の公的年金制度は，簡単にいえば，現在の現役世代の保

険料が現在の引退世代の年金給付に充てられるような制度である．また賦課方式に対置す

る制度としては積立方式がある．積立方式の公的年金制度は，簡単にいえば，自らの拠出
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日中韓の3か国の公的年金制度について，主に人口変動が年金財政に及ぼす影響を分析した．日

本は2019年の財政検証，韓国は2023年の財政再計算といった公式な推計があることからそれらを用

い，中国はそのような公式な推計がないことから，簡単なモデルを構築し，機械的な推計を行った．

結果を見ると，日本では基本的に年金財政の健全性は確保されるが，出生低位，あるいは死亡低

位の場合に限り，約90年程度先に国民年金の積立金が枯渇する，あるいは所得代替率が50％を下回

るという結果が示された．中国の場合は積立金が急速に減少し，企業従業員基本年金では2035年に

積立金が枯渇するという結果になった．韓国でも財政状況の悪化が見込まれ，2055年には積立金が

枯渇するという結果が示された．この中国・韓国における積立金枯渇のスケジュールは，出生につ

いて高位・中位・低位のいずれの仮定をおいてもほとんど変化しない．これは中国および韓国にお

いては積立金の枯渇がかなり近い将来に見込まれていることによるものと考えられる．すなわち，

現在出生児数が増加しても被保険者になるまでには一定の期間を要するため，積立金の枯渇が近い

将来であれば，出生児数の変化の影響が直近では現れないということになると考えられる．一方日

本では，長期的に健全性が確保されていることから，人口の変化が積立金に与える影響を明確に認

識できる．

少子高齢化，そして長寿化が進む各国において，引退後の生活を金銭面から支える公的年金は欠

かすことのできない制度となっている．財政検証のような制度の健全性の定期的な検証は，各国に

おいて今後ますます重要性が高まることになると考えられ，長期的に健全性が保たれることを確認

する中では，人口に関する仮定の違いが重要になってくることが改めて示された．
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した保険料が引退したのちに自らの年金給付に充てられるような制度である．2種類の制

度がもたらす帰結を簡単にまとめるならば，賦課方式は人口成長率，積立方式は利子率が

公的年金からの収益率ということになる．したがって，人口が減少していくような場合に

は，賦課方式のもとでは現役世代の負担が重くなり，年金給付額も少なくなってしまうと

いうような状況が発生する．

ただし，積立方式であれば人口構成の影響を受けないというわけではない．たとえば

Barr（2001）は，賦課方式であっても積立方式であっても，重要なのは生産の水準であ

り，購入できる生産物がなければ貨幣は無意味であるという観点から，人口減少社会にお

いては積立方式が望ましいということにはならないとしている．また谷内（2017）が指摘

するように，掛金計算における基礎率となる死亡率・脱退率・新規加入の見込み等も人口

動態の影響を受けている．このように，どのような方式を採用したとしても，公的年金制

度は人口変動の影響からは離れられない．そこで本稿では，急速な少子高齢化が進む日本・

中国・韓国の3か国について，公的年金制度の現状を確認するとともに，人口変動が公的

年金財政に与える影響について分析を行う．

本稿の構成は以下の通りである．次のII節では，日中韓の公的年金制度がどのような

ものなのかということについて整理する．続くIII節では，そのような制度のもとで，将

来の公的年金財政がどのようになるのか，主に人口変動の観点から確認する．さらにIV

節で3か国の比較を行い，最後のV節では得られた結果をまとめるとともに，若干の考

察を行いむすびとする．

II．日中韓の公的年金制度の現状

日本・中国・韓国では，それぞれ異なった形の公的年金制度が構築されている．まずは

各国の公的年金について，制度設計，適用対象，保険料の水準，給付算定式，給付水準，

財政状況といった項目を見ていくことにしよう．

1. 日本

日本の公的年金制度は，定額の国民年金と報酬比例の厚生年金の2階建ての構造になっ

ている１）．被保険者は働き方や世帯の構造により第1号から第3号までの3種類に分けら

れ，負担のあり方もそれぞれ異なる．

第2号被保険者は，民間会社員や公務員などが該当する．また第3号被保険者は，原則

として年収が130万円未満で20歳以上60歳未満の，第2号被保険者に扶養されている配偶

者が該当する．第1号被保険者は日本国内に居住し，第2号・第3号被保険者ではない20

歳以上60歳未満の者が該当する．2021年度末において，1階部分である国民年金の加入者

は第1号被保険者1,431万人，第2号被保険者等4,535万人，第3号被保険者763万人の計
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1）さらにこの上に，私的年金等が3階部分として上乗せされることがある．



6,729万人である．2階部分の厚生年金保険は，会社員4,065万人，公務員等471万人であ

る．

保険料の負担について見てみると，まず第2号被保険者は賃金に保険料率を乗じた保険

料を支払う．2023年度における保険料率は18.3％であり，これを労使で折半する２）．次に

第3号被保険者は，保険料の拠出は行わない．最後に第1号被保険者は，毎月定額の保険

料を拠出する．2023年度においては，第1号被保険者の納付する保険料は1か月あたり

16,520円である．

また給付に関しては，定額の基礎年金と報酬比例の厚生年金の給付がある３）．すべての

受給者は1階部分の給付を受け，現役時代に被用者だった者は，1階部分に加えて2階部

分の給付を受けることになる．給付額については，次のような給付算定式に基づいて計算

される．

老齢基礎年金 =64,816円×保険料納付月数 /480

老齢厚生年金 =平均標準報酬×5.481/1000×被保険者期間月数

支給開始年齢は，老齢厚生年金の定額部分は65歳であり，報酬比例部分についても，男

性は2013年度から12年，女性は2018年度から12年かけて，いずれも65歳まで引き上げられ

ている途中である．2021年度末現在，公的年金の受給数は4,023万人であり，年金給付の

総額は国民年金24.5兆円，厚生年金保険31.6兆円の，56.1兆円に達する．

日本においては，国民年金と厚生年金の拠出をもとに，基礎年金と厚生年金の給付を行

う．基礎年金の財源は国民年金と厚生年金からの拠出に加えて，国庫負担がある．国庫負

担の水準は基礎年金給付の1/2と定められている．また2004年改正による有限均衡方式の

導入に伴い，国民年金・厚生年金の積立金の取り崩しもそれぞれ行われている．

これら被保険者や受給者，拠出額，給付額といった要素，さらには将来人口推計や経済

前提などをもとに，約100年後までの年金財政の健全性を確認するものが財政検証である．

これは少なくとも5年に1回は行うことが法律で定められており，直近では2019年に行わ

れている．この財政検証によって約100年後までの年金財政の見通しが示されるとともに，

給付水準の自動調整機能であるマクロ経済スライドの適用期間も決定される．財政検証は

データおよびプログラムが公開されており，この公開されたプログラムを利用することで，

誰でも計算結果を確認することができる．本稿においては独自の計算などは行っていない

が，財政検証結果レポートでは5年おきにしか示されていない結果についても，ダウンロー

ド可能な詳細結果により，各年の値を確認している．
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2）より正確には，賃金をもとに設定された標準報酬にしたがい保険料が決定される．厚生年金の標準報酬月額

は88,000円から650,000円の32階級になる．

3）老齢年金，障害年金，遺族年金のそれぞれに基礎年金と厚生年金が存在するが，本稿では老齢年金のみを取

り上げることとする．



2. 中国

中国の公的年金制度を，于（2022）にしたがってまとめてみよう．中国では，地域や労

働形態により3種類の年金制度が存在する．まず都市の企業就労者などは，企業従業員基

本年金保険制度に加入する．また公務員であれば，機関事業団体職員年金保険制度に加入

する．これらは職域年金制度であり，合わせて就業者基本年金制度と呼ばれる．この就業

者基本年金制度に年齢条件はなく，すべての企業や行政機関等に勤める者は強制加入とな

る．一方職域年金制度に加入していない場合には，都市・農村住民基本年金保険の対象と

なる．こちらは16歳以上の者が任意で加入する．それぞれの制度に属する人数を見てみる

と，2021年末現在で就業者基本年金制度の被保険者は約3億4,917万人である．また都市・

農村住民基本年金制度の被保険者は約3億8,584万人である．

次の保険料負担について見てみよう．いずれの制度も基礎年金口座と個人年金口座をも

ち，就業者基本年金制度では基礎年金口座が事業主負担（賃金総額の16％を拠出），個人

年金口座が個人負担（賃金の8％を拠出）となっている．都市・農村住民基本年金制度で

は基礎年金口座は中央政府と地方政府が拠出を行い，個人年金口座は個人の負担に政府の

補助が加えられる．保険料負担額は12段階の設定から加入者が自由に選択できる．また，

基礎年金口座は賦課方式であるのに対して，個人年金口座は積立方式に近い方式をとって

いる４）．収入総額は企業従業員基本年金保険制度が44,454.0億元，機関事業団体職員年金

保険制度が15,742.5億元，都市・農村住民基本年金保険が5,362.4億元であり，そのうち保

険料収入はそれぞれ35,079.9億元，9,095.7億元，5,362.4億元である．

給付については，次の給付算定式をもとに行われる．

個人口座 =積立残高 /月数係数

基礎年金 =・1・・C1・W1・・・Cn・Wn・・n・・2・w・・n

ここで，Ci・i・1,・,n・は第i年に納付した保険料の賦課ベース額，Wi・i・1,・,n・は

第i年の当該地域の平均賃金を表す．なお，都市・農村住民基本年金保険においては，基

礎年金額は地域によって異なるものの定額である．

支給開始年齢は，男性はいずれの制度に加入している場合でも60歳であるが，女性は加

入している制度によって差がある．具体的には，企業従業員基本年金保険であれば50歳，

機関事業団体職員年金保険であれば55歳，農村・都市住民基本年金制度であれば60歳であ

る．また老齢年金の支給は年齢要件に加えて納付期間の要件があり，企業従業員基本年金

保険制度と都市・農村住民基本年金制度は15年以上の加入期間，機関事業団体職員年金保

険制度では20年以上の勤務年数があることが要件とされている．2021年末現在の受給者数

は，就業者基本年金制度では約1億2,762万人で，都市・農村住民基本年金制度では約1
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4）于（2022）によれば，有期の分割支給期間の終了後は，基礎年金口座からの給付が生涯にわたって行われる

ため，完全な積立方式とは言いがたいとしている．本稿ではこの指摘をもとに，積立方式に「近い」と記述し

ている．



億6,213万人である．

2021年の支出総額は企業従業員基本年金保険制度が40,766.3億元，機関事業団体職員年

金保険制度が15,547.5億元，都市・農村住民基本年金保険が3,711.3億元であり，そのうち

基礎年金給付にかかる支出はそれぞれ38,784.0億元，15,411.0億元，3,167.7億元である．

中国においては，関係者や専門家による予測や分析が行われているが，公開されたモデ

ルなどは現在のところ存在せず，年金財政の健全性を示すような公的な計算は行われてい

ないのが現状のようである．したがって，本稿では入手可能なデータを用いて，機械的な

推計を行う．

3. 韓国

韓国の公的年金制度については，金（2022）をもとにまとめてみよう．韓国の公的年金

制度には，一般被用者や自営業者を対象とした国民年金と，特定の職業への従事者を対象

とした特殊職域年金があり，またこれらの拠出制年金に加え，税を財源とする低所得者対

象の基礎年金がある．国民年金は1階建てだが，その中に均等部分と所得比例部分を持つ

制度となっている．

国民年金の加入者は2022年末現在約2,250万人であり，そのうち事業所加入者が約1,479

万人，地域加入者は約685万人，任意加入者が約40万人，任意継続加入者が約50万人となっ

ている．なお，事業所加入者は18～59歳の被用者，地域加入者は18～59歳の自営業者と27

歳以上の無業者が対象であり，いずれも強制加入である．任意加入者は無所得配偶者や26

歳以下の所得のない学生など，任意継続加入者は保険料の最低拠出期間を満たしていない

60歳以上の者である．これらの加入者は，標準報酬月額に9.0％の保険料率を乗じた額の

保険料を拠出する５）．なお，事業所加入者に関しては労使折半による負担であるが，地域

加入者，任意加入者，任意継続加入者は全額本人負担である．

また受給者は2022年時点で約642万人，そのうち老齢年金の受給者は約541万人である．

年金額は次の式により決定される．

年金額＝基本年金額×支給率＋扶養家族年金額６）

基本年金額 ＝ ・2.4・A・0.75B・・P1・P・1.8・A・B・・P2・P・1.5・A・B・・

P3・P・1.485・A・B・・P4・P・1.47・A・B・・P5・P・1.455・A・B・・

P6・P・・・1.2・A・B・・P23・P・・・1・0.05n・12・

支給率は加入期間10年基準の50％に，加入期間10年を超える1年ごとに5％を加算する

ことで計算される．またAは年金受給前3年間，全加入者（事業所加入者および地域加

入者）の平均所得月額の平均額，Bは加入者個人の加入期間中の基準所得月額の平均額を
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5）2023年7月以降の標準報酬月額は，370,000ウォン～5,900,000ウォンである．

6）支給率は老齢年金，障害年金，遺族年金でそれぞれ異なるが，ここでは老齢年金についてのみ示している．



前年度の現在価値に換算した後，その合計額を加入者の総加入月数で割って算定した額，

Pは加入者の総加入月数，P1～P23は加入月数，nは20年超過月数である７）．

また所得代替率は段階的に引き下げられており，2007年まで60％であった所得代替率は

毎年0.5％ずつ引き下げられることで2023年に42.5％まで低下し，最終的に2028年以降は

40％となる見込みである．支給開始年齢は2033年に65歳まで引き上げられている途中であ

り，2023年においては63歳となっている．さらに前述の無拠出制給付としての基礎年金は，

所得下位70％の高齢者に対し，最大30万ウォンが支給される．

年金制度の健全性については，国民年金制度発展委員会が5年ごとに行う財政再計算に

より確認が行われる．2021年現在においては拠出額が682.6兆ウォン，運用収入が530.8兆

ウォン，給付額が264.7兆ウォンあり，積立金残高は948.7兆ウォンに上る．最新の財政再

計算は2023年に実施された第5回財政再計算であり，詳細については後述するが，2028年

までに所得代替率が40％まで引き下げられていくにもかかわらず，急速な少子高齢化のた

めに，2055年には積立金が枯渇すると計算されている．このスケジュールは，第4回の財

政再計算で示された積立金枯渇のスケジュールよりもさらに2年前倒しされている．

III．日中韓の公的年金制度の将来予測

公的年金の財政状況は，前節までで示した給付や負担をもとに決定される．もちろん，

積立金をどのように運用するか，あるいはどのように取り崩すかという問題も存在し，こ

ちらも改めて検討することが必要ではあるが，財政のバランスを検討する上では，給付と

負担の大きさが最も重要な要素となる．さらに公的年金に関しては，長期的な観点から財

政の健全性を確保することが必要であり，そのためには定期的な見直しも不可欠である．

本節ではこれらの点について検討を行う．

将来予測にあたり，日本と韓国については既に実施されている財政検証や財政再計算を

もとに確認する．一方，中国については公式な予測がなされていないため，本稿では独自

に簡単なモデルをもとに将来の予測を行う．その際，特に人口変動に着目し，何種類かの

人口に関する予測が，年金財政にどのような影響を与えるのかということを検討する．も

ちろん簡単なモデルによる計算であるため，さまざまな面で粗い推計にならざるを得ない

部分はあるが，利用できるデータの範囲において，各国の年金財政の将来像を確認すると

ともに，人口変動がどの程度の影響を与えるのかを確認しよう．

1. 日本

前述の通り，日本においては年金財政の公式な将来見通しとして，厚生労働省年金局数

理課（2019）による財政検証がある．したがって，日本については財政検証の結果を紹介

することとしたい．人口や経済に関する前提が変化すれば年金財政にも影響があることは
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7）加入月数がP1～P23と区別されているが，これは加入時期に依存する．具体的には，P1は1998年以前，P2は

1999年から2007年まで，P3は2008年，P4は2009年，以下同様に，P23は2028年の加入月数を表す．



直観的にも明らかであろうとは考えられるが，財政検証はその影響がどの程度になるのか

を数量的に示していることに特徴がある．特に本稿においては，人口の変動の影響につい

て着目し，将来の人口に出生中位・死亡中位を仮定したケースをベースラインとして，出

生高位・死亡中位，出生低位・死亡中位，出生中位・死亡高位，出生中位・死亡低位の各

ケースについての結果を確認しよう．なお，財政検証は日本の制度を正確に記述した上で

示されるものである．したがって，パラメータを変更したとしても，他国の年金財政の計

算に適用できるような性質のものではないことに注意されたい．

それでは計算結果の確認である．財政検証では，人口および経済に関する前提，さらに

は所得代替率50％を維持するか機械的に給付水準を調整するかといった組み合わせで，45

通りのケースが示されている．本稿では特に人口の変動に着目し，出生中位・死亡中位の

基本ケースのほか，出生高位・死亡中位，出生低位・死亡中位，出生中位・死亡高位，出

生中位・死亡低位の各ケースについて見てみよう．

これに先立ち，出生・死亡の各ケースについて，合計特殊出生率と平均寿命を示す．な

お，将来推計人口は2023年に最新の結果が公表されているが，財政検証の最新の結果は

2019年に公表されたものであり，2017年に公表された将来人口推計の値を用いた計算がな

されている．したがってここでも，2017年に公表された将来人口推計の値を示すこととす

る．2017年の推計において，長期の合計特殊出生率は，中位仮定で1.44，高位仮定で1.65，

低位仮定で1.25となっている．また死亡については，2065年における死亡中位仮定が男性

84.95年，女性91.35年，死亡高位は男性83.83年，女性90.21年，死亡低位は男性86.05年，

女性92.48年となっている．また長期の経済前提として，物価上昇率2.0％，実質賃金上昇

率1.6％，実質運用利回り3.0％，2029年度以降の実質経済成長率0.9％を仮定する８）．

まずは基本となる出生中位・死亡中位のケース1である．このとき所得代替率は基礎年

金部分26.7％，報酬比例部分25.3％で，合計51.9％となる．マクロ経済スライドによる給

付水準の調整は，基礎年金部分は2046年度まで続くのに対し，報酬比例部分については調

整なしとなる９）．2019年度価格で示した年度末積立金は2042年度に227.9兆円，また積立

度合は2047年度に5.0と最大になる．国民年金に目を向けると，2019年度の年度末積立金

11.4兆円，積立度合3.3が最大であり，以後は特に積立金は一貫して減少を続ける10）．

前述の通り，2004年改革において有限均衡方式が採用され，年金積立金は約100年後に

1年分の給付をまかなうような水準まで取り崩されることになった．両制度について積立

金の残高や積立度合が減少していくのは，この有限均衡方式の採用が理由である．
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8）経済前提については，より悲観的なケースについても想定している．参考までに，長期の経済前提について

より悲観的な予想をしているケースVにおいては，出生中位，死亡中位を想定すれば，最終的な所得代替率

は44.5％となり，所得代替率が50％未満にならないようにした場合には，国民年金は2066年に積立金が枯渇し，

完全な賦課方式に移行する．

9）調整なしとは，マクロ経済スライドによる給付の調整を行わなくても，約100年後の積立度合が1を下回る

ことはないことを意味する．

10）なお，積立度合については年度末積立金と支出額との比として計算されるため，積立度合は必ずしも単調な

減少とはなっていない．他のケースでも同様である．



次に，人口について出生高位・死亡中位を仮定したケース9である．このとき所得代替

率は基礎年金部分25.3％，報酬比例部分28.5％で，合計53.8％となる．マクロ経済スライ

ドによる給付水準の調整は，基礎年金部分は2042年度まで続くのに対し，報酬比例部分に

ついては調整なしとなる．2019年度価格で示した年度末積立金は2042年度に228.9兆円，

積立度合は2115年度に7.6で最大となる．一方国民年金は基本ケースと同様に，2019年度

の残高11.4兆円，積立度合3.3が最大となる．

続いて，人口について出生低位・死亡中位を仮定したケース16である．このとき所得代

替率は基礎年金部分24.9％，報酬比例部分24.3％で，合計49.2％となる．なお，所得代替

率50％を維持するケースについては改めて示すことにする．マクロ経済スライドによる給

付水準の調整は，基礎年金部分は2049年度まで，報酬比例部分は2026年度まで続く．2019

年度価格で示した年度末積立金は2048年度に251.2兆円，積立度合は2059年度に6.1で最大

となる．また国民年金は基本ケースとほぼ同様であり，2019年度に11.4兆円，積立度合は

2019年度に3.4となり，その後は減少を続けることになる．

今度は死亡に関する仮定が変化したケースを見てみよう．まずは人口について出生中位・

死亡高位を仮定したケース27である．このとき所得代替率は基礎年金部分28.2％，報酬比

例部分25.3％で，合計53.4％となる．マクロ経済スライドによる給付水準の調整は，基礎

年金部分は2042年度まで続くのに対し，報酬比例部分については調整なしとなる．2019年

度価格で示した年度末積立金は2045年度に244.9兆円，積立度合は2075年度に5.6で最大と

なる．国民年金はこちらも基本ケースとほぼ同様であり，2019年度の11.4兆円，積立度合

3.4が最大となる．

最後に人口について出生中位・死亡低位を仮定したケース35である．このとき所得代替

率は基礎年金部分25.0％，報酬比例部分24.7％で，合計49.7％となる．マクロ経済スライ

ドによる給付水準の調整は，基礎年金部分は2049年度まで，報酬比例部分については2024

年度まで続くことになる．2019年度価格で示した年度末積立金は2042年度に224.4兆円，

積立度合は2050年度に5.0で最大となる．国民年金はこちらも基本ケースとほぼ同様であ

り，2019年度の11.4兆円，積立度合3.4が最大となる．
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表１ 2017年推計における合計特殊出生率と平均寿命

2015年（実績） 2065年

合計特殊出生率

出生高位 1.65

1.45 出生中位 1.44

出生低位 1.25

平均寿命

死亡高位
男性 83.83

女性 90.21

男性 80.75
死亡中位

男性 84.95

女性 86.99 女性 91.35

死亡低位
男性 86.05

女性 92.48

出所：厚生労働省年金局数理課（2019）『2019（令和元）年財政検証結果レポート―「国民年金及び厚生年金に係る財政

の現況及び見通し」（詳細版）―』をもとに筆者作成．



なお，出生あるいは死亡に低位を仮定したケース16やケース35においては，所得代替率

がそれぞれ49.2％，49.7％と計算されており，機械的に調整を続けると，所得代替率が50

％を下回ることになる．これについては，所得代替率を50％で維持した場合の計算も行わ

れている．まず出生低位，死亡中位のケースで所得代替率を50％で維持したケース17では，

所得代替率は基礎年金部分25.7％，報酬比例部分24.3％で，合計50.0％となる．マクロ経

済スライドによる給付水準の調整は，基礎年金部分は2047年度，報酬比例部分は2026年度

まで続く．2019年度価格で示した年度末積立金は2047年度に250.9兆円，積立度合は2058

年度に5.9で最大となる．なお，国民年金では2104年に積立度合が0となり，積立金が枯

渇する11）．

また出生中位，死亡低位のケースで所得代替率を50％で維持したケース36では，所得代

替率は基礎年金部分25.3％，報酬比例部分24.7％で，合計50.0％となる．マクロ経済スラ

イドによる給付水準の調整は，基礎年金部分は2049年度，報酬比例部分は2024年度まで続

く．2019年度価格で示した年度末積立金は2042年度に224.4兆円，積立度合は2049年度に

5.0で最大となる．計算の最終年度に当たる2115年度における積立度合は，厚生年金では

0.6となり，1を下回る．また国民年金では0.3となり，同様に1を下回る．

出生率の変化と所得代替率の関係を見ると，出生が中位から高位に変化することで所得

代替率は1.8％ポイント上昇し，中位から低位に変化することで所得代替率は2.8％ポイン

ト下落する．また死亡率の変化と所得代替率の関係を見ると，死亡が中位から高位に変化

することで所得代替率は1.4％ポイント上昇し，中位から低位に変化することで所得代替

率は2.3％ポイント下落する．
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11）財政検証においては国民年金積立金の枯渇に合わせる形で，2104年度以降は厚生年金の積立金の推移も計算

されておらず，完全な賦課方式として保険料と国庫負担のみを財源とした場合の収入や支出が示されている．

図1のケース17において，2104年度以降は厚生年金積立金も0となっているのは，このような計算によるもの

である．なお，2104年度時点における厚生年金の積立度合は1.9である．

12）ケース番号は財政検証詳細結果に付与された番号と対応している．ケース16とケース17，あるいはケース35

とケース36は人口についてはいずれも同じ仮定を用いているが，マクロ経済スライドについて機械的に調整を

進めた場合がケース16と35，所得代替率50％を維持した場合がケース17と36となる．

表２ 日本の財政検証におけるケース設定と計算結果12）

人口の仮定 所得代替率 調整終了年度

ケース 出生 死亡 基礎 比例 合計 基礎 比例 合計

1 中位 中位 26.7 25.3 52.0 2046 - 2046

9 高位 中位 28.5 25.3 53.8 2042 - 2042

16 低位 中位 24.9 24.3 49.2 2049 2026 2049

27 中位 高位 28.2 25.3 53.4 2042 - 2042

35 中位 低位 25.0 24.7 49.7 2049 2024 2049

17 低位 中位 25.7 24.3 50.0 2047 2026 2047

36 中位 低位 25.3 24.7 50.0 2049 2024 2049

出所：厚生労働省年金局数理課（2019）『2019（令和元）年財政検証結果レポート―「国民年金及び厚生年金に係る財政

の現況及び見通し」（詳細版）―』をもとに筆者作成．



2. 中国

前述の通り，中国については公的年金に関する公式な将来推計が存在しない．したがっ

て，ここで簡単なモデルを作成し，2021年から2070年にかけての人口変動が中国の公的年

金財政をどのように変化させるのかを見てみることにしたい．

まずは，計算に当たって必要なデータについて確認してみよう．人口については，United

Nations"WorldPopulationProspects2022"の medium，high-fertility，low-fertility

のデータを用いた．また被保険者数，受給者数，収入，支出，残高といった値は，中華人
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出所：厚生労働省年金局数理課（2019）『財政検証詳細結果等』をもとに筆者作成．

図１ 年度末積立金（2019年度価格）の推移 厚生年金（兆円）

出所：厚生労働省年金局数理課（2019）『財政検証詳細結果等』をもとに筆者作成．

図２ 年度末積立金（2019年度価格）の推移 国民年金（兆円）



民共和国国家統計局『中国統計年鑑』2022年版のデータを用いた．本稿では簡単なモデル

とこれらのデータを利用して，中国の公的年金制度の将来について将来推計を行った．な

お，構築したモデルの詳細については補論にて解説を行う．

中国では，急速な少子高齢化に伴い，既に16～59歳人口は減少が始まっている一方，60

歳以上人口は急増している．図1～3にて2070年までの16～59歳人口と60歳以上人口の推

移を見ると，中位推計の女性や低位推計では，2070年には60歳以上人口を16～59歳人口が

上回っていることがわかる．公的年金の被保険者と受給者13）もこの人口変動の影響を受け，

図4のように被保険者数は減少し，受給者数は増加している．ただし受給者数については，

2070年ではまだ人口推計の違いによる影響は生じないため，いずれの出生に関する仮定に

おいても違いは現れない．
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資料：UnitedNations"WorldPopulationProspects2022"をもとに筆者作成．

図３ 中国の男女別16～59歳人口・60歳以上人口 中位・高位・低位推計

13）被保険者数と受給者数は筆者の独自推計に基づくものである．計算方法は補論を参照されたい．



これにより年金財政も急激に悪化し，2021年を出発点とする筆者の計算では，企業従業

員基本年金保険制度では2024年，機関事業団体職員年金保険制度では2022年，都市・農村

住民基本年金保険制度では2028年に単年度での収支が赤字化し，積立金を見ても，企業従

業員基本年金保険制度では2035年，機関事業団体職員年金保険制度では2024年，都市・農

村住民基本年金保険制度では2040年に枯渇するという結果になった（図8～10）．なお，

『中国養老金精算報告2019～2050』における試算として，2035年に従業員基本年金保険の

積立金が枯渇するという結果が示されていることが于（2022）においても指摘されており，

『中国養老金精算報告2019～2050』と本稿ではモデルの構造等は全く異なると思われるも

のの，ほぼ同時期に積立金が枯渇すると計算された．

なお，企業従業員基本年金については，賃金上昇の影響を受け，2050年代から多少収支

バランスが好転する動きを見せる．一方で賃金上昇の影響を受けない都市・農村住民基本

年金においてはこのような効果が望めず，収支バランスは悪化を続ける．
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資料：筆者作成．

図４ 中国の公的年金制度 受給者数と被保険者数の推移（３制度合計）
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資料：筆者作成．

図５ 財政収支と内訳 企業従業員基本年金 人口中位

資料：筆者作成．

図６ 財政収支と内訳 機関事業団体職員年金 人口中位
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資料：筆者作成．

図７ 財政収支と内訳 都市・農村住民基本年金 人口中位

資料：筆者作成．

図８ 人口推計の変化による積立金残高の変化 企業従業員基本年金



人口については2022年以降の値が中位・高位・低位と変化することを想定しているが，

被保険者は16歳以上，受給者は男性60歳以上，女性50歳以上の者しか該当しないため，直

近では人口変動の影響は年金財政には反映されず，したがって本稿の計算では，人口変動

の効果が積立金の枯渇までに現れることはほぼない．ただしそれ以降，2040年代半ばから

は，人口変動の影響も現れ始める．特に出生高位を仮定した場合には，前述の賃金上昇の

効果に生産年齢人口の増加による効果も加味されることで，積立金残高も2060年頃から反

転するような計算結果となっている．
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資料：筆者作成．

図９ 人口推計の変化による積立金残高の変化 機関事業団体職員年金

資料：筆者作成．

図10人口推計の変化による積立金残高の変化 都市・農村住民基本年金



なお，積立金枯渇後もマイナスの積立金をもとに元利合計の計算を行っているため，こ

の影響を受けて収入総額がマイナスになっている場合が生じている．グラフにおいても，

マイナスの積立金から発生するマイナスの収入が，「その他収入」がマイナスになること

により現れている．実際には公費負担の増加などにより対応がなされ，マイナスの積立金

が継続することは考えにくいと思われるが，本稿においては公費負担などの追加的な措置

は考慮していない．したがって，積立金が枯渇してからの推移については，より悲観的な

推計になっている可能性があることに注意されたい．一方で受給者数については近年の被

保険者数の急増を反映できていない部分もあるため，こちらはより楽観的な推計になって

いる可能性がある．

3. 韓国

韓国では5年に1回公式な財政再計算が行われており，最新のものは2023年の第5回で

ある．人口については低位・中位・高位のほかに，COVID-19の影響による超低出生率の

ケースと，OECD平均の出生率を想定している．また実質経済成長率，実質賃金上昇率，

実質金利，物価上昇率といった経済前提については，悲観・中立・楽観の各ケースのほか

に，基本仮定からの変動も想定している．これらの想定をもとにした計算結果を，���

� ���	 
��
�（国民年金財政推計専門委員会）（2023）をもとに確認してみよ

う14）．

まず人口については，合計特殊出生率，平均寿命，国際人口移動の各要素について，次

のような仮定をおいている15）．合計特殊出生率は2023年の0.73から上昇し，2050年以降は

1.21になると想定されている．また平均寿命は2023年の84.3歳から，2050年には88.9歳，

2070年には91.2歳になると想定されている．

このような想定のもとで財政収支の見通しを計算すると，年金積立金は2040年にピーク

を迎え，その後は急速に減少する．ピークのわずか15年後である2055年には，積立金は枯
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表３ 韓国の財政再計算におけるシナリオと各種前提

シナリオ 出生 死亡 国際移動 経済前提

1 低位 低位 低位 中立

2 中位 中位 中位 悲観

基本 中位 中位 中位 中立

3 中位 中位 中位 楽観

4 高位 高位 高位 中立

5 0.98 中位 減少 中立

6 1.61 中位 中位 中立

出所：���� ���	 
��
�（国民年金財政推計専門委員会）（2023）『�5� ���� ��	�（第5回国民

年金財政計算 財政推計結果）』をもとに翻訳・作成．

14）ただし現時点（2023年9月）で公表されているものは韓国語のプレスリリースだけであり，本稿で示す表以

上に詳細な，各年毎の積立金の推移などは明らかにされていない．

15）国際人口移動の変化については，本稿では取り上げない．



渇すると計算されている．これは前回推計である第4次再計算での予測よりもさらに2年

早い値である．積立金の枯渇を防ぐために，たとえば1年分の支出をまかなう積立金を確

保するには，現在9.0％である保険料率を2025年に17.9％，あるいは2035年に20.7％まで引

き上げることが必要とされている．同様に，収支の均衡を実現するためには，2025年に

19.6％，あるいは2035年に22.5％まで保険料率を引き上げることが必要とされている（表

6）．

さらに人口や経済前提について，基本的な仮定とは異なる想定をおくシナリオについて

も計算が行われている．出生および死亡について低位推計を仮定するケースでは，合計特

殊出生率は2023年に0.68，2050年以降1.02を，また平均寿命は2023年に83.8歳，2050年に

87.6歳，2070年に89.8歳を仮定している．一方高位推計を仮定するケースでは，合計特殊

出生率は2023年に0.88，2050年以降1.40を，また平均寿命は2023年に84.8歳，2050年に90.1

歳，2070年に92.3歳を仮定している．これらの前提をもとに財政収支が赤字に転じる時点，

積立金が枯渇する時点を計算すると，次のようになる．
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表４ 合計特殊出生率と平均余命の仮定

2023 2030 2040 2050 2060 2070

低位
合計特殊出生率 0.68 0.77 0.95 1.02 1.02 1.02

平均余命 83.8 84.7 86.3 87.6 88.8 89.8

中位
(基本仮定)

合計特殊出生率 0.73 0.96 1.19 1.21 1.21 1.21

平均余命 84.3 85.7 87.4 88.9 90.1 91.2

高位
合計特殊出生率 0.88 1.16 1.39 1.4 1.4 1.4

平均余命 84.8 86.6 88.5 90.1 91.2 92.3

超低出生率
合計特殊出生率 0.62 0.64 0.89 0.98 0.98 0.98

平均余命 84.3 85.7 87.4 88.9 90.1 91.2

OECD平均
合計特殊出生率 1.61 1.61

平均余命 84.3 85.7 87.4 88.9 90.1 91.2

出所：���� ���	 
��
�（国民年金財政推計専門委員会）（2023）『�5� ���� ��	�（第5回国民

年金財政計算 財政推計結果）』をもとに翻訳・作成．

表５ 財政目標と保険料率

目標となる積立度合 収支均衡

保険料率引き上げの時期 1 2 5

2025 17.9 18.1 18.7 19.6

2035 20.7 21.0 21.9 22.5

出所：���� ���	 
��
�（国民年金財政推計専門委員会）（2023）『�5� ���� ��	�（第5回国民

年金財政計算 財政推計結果）』をもとに翻訳・作成．



人口については，出生について中位・高位・低位のいずれを仮定しても，年金財政の収

支が赤字になる年は2041年で変化しない．積立金が枯渇する年を見ても，出生高位を仮定

した場合には1年遅れるものの，中位・低位の場合はいずれも2055年となるというように，

人口推計の変化にかかわらず，財政収支が赤字になるタイミングや，積立金が枯渇するタ

イミングにはほとんど差がない．さらにこれらのタイミングは，低位をさらに下回る超低

出生率でも変化せず，また高位仮定をさらに上回る出生率であるOECD平均では，枯渇

のタイミングは高位仮定よりも早く，中位や低位と同じになる．

IV．３か国比較

本稿においては，日中韓の3か国の公的年金制度について，その将来像の検討を行った．

特に人口の変化に着目し，出生や死亡の変化が年金財政にどのような影響を与えるのかを

分析した．日本と韓国については公式な推計が存在していることからそれを利用し，中国

については独自に機械的推計を実施した．得られた結果を簡単にまとめると次のようにな

る．

日本の結果を見ると，少子高齢化の中で所得代替率は低下し，また計画的なものではあ

るが，積立金も次第に減少していく．しかし想定されたほとんどのケースにおいて，積立

金が枯渇するような状況は発生しない．これは有限均衡方式の採用により計画的に積立金

が取り崩されていること，また将来的な所得代替率が50％を切らないようにマクロ経済ス

ライドを適用していることなどの効果によるものと考えられる．したがって，年金財政の

健全性は基本的には確保できているといえるだろう．また人口変動の影響を見ると，出生

の変動の方が死亡の変動よりインパクトが大きいこと，また出生・死亡ともに，低位への

変化の方がインパクトが大きいことがわかる．これは出生数が被保険者数に与える影響の

方が，死亡数が受給者数に与える影響よりも大きいためと考えられる．

被保険者となりうる可能性の高い15～64歳人口の推移を見ると，2050年における15～64

歳人口は出生中位で52,750千人，出生高位で55,082千人，出生低位で50,625千人となって
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表６ 各シナリオにおける積立金の推移 赤字発生時点と枯渇時点

シナリオ 積立金

人口 経済 赤字発生 枯渇 金額

基本仮定 2041 2055 -47兆

低位 中立 2041 2055 -132兆

高位 中立 2041 2056 -209兆

中位 楽観 2042 2056 -259兆

中位 悲観 2040 2055 -121兆

超低出生率 2041 2055 -207兆

OECD平均 2041 2055 -14兆

出所：���� ���	 
��
�（国民年金財政推計専門委員会）（2023）『�5� ���� ��	�（第5回国民

年金財政計算 財政推計結果）』をもとに翻訳・作成．



おり，出生高位は中位と比較して2,332千人多く，低位は中位と比較して2,125千人少な

い16）．2115年になれば出生中位で25,924千人，高位で35,213千人，低位で18,769千人であ

り，それぞれ中位と比較して高位は9,289千人多く，低位は7,154千人少ないということに

なる．一方受給者となりうる可能性の高い65歳以上人口の推移を見ると，2050年における

65歳以上人口は死亡中位で38,406千人，死亡高位で37,026千人，死亡低位で39,782千人と

なっており，死亡高位は中位と比較して1,380千人少なく，低位は中位と比較して1,376千

人少ない．さらに2115年になれば，死亡中位で19,432千人，高位で18,499千人，低位で

20,367千人であり，それぞれ中位と比較して高位は933千人少なく，低位は935千人多いと

いうことになる．したがって，出生の変動が変化させる被保険者数と，死亡の変動が変化

させる受給者数を比較した場合に前者の方が多いことから，出生の方が死亡よりもインパ

クトが大きいという結果になっているものと考えられる．既に述べたように，年金財政の

健全性は基本的には確保できていると考えられるが，経済前提や人口の想定などがより悲

観的な方向に変化した場合も念頭に，今後も精度の高い検証を続けることは不可欠である．

中国の場合，急速な少子高齢化が近い将来に積立金の枯渇を発生させると計算される．

制度発足から現在までの期間が比較的短かったことを原因として，積立金の額は給付額と

比較してもそれほど大きな水準ではなかったこともあり，少子高齢化に対して脆弱であっ

たと考えられる．もちろん，賃金の上昇による保険料拠出額の増加などがあれば，枯渇の

タイミングが後ろにずれる可能性もあるだろう．しかし一方で，現役時の拠出が増加すれ

ば，それは将来的には給付の増加として反映されるものでもある．公的年金への加入割合

が増加した場合も，短期的には年金財政を好転させるが長期的には年金財政の悪化につな

がるという意味で，効果は同様である．本稿のモデルではマイナスの積立金からマイナス

の運用収入が発生するようになっていることから，積立金枯渇後は財政収支が悪化するス

ピードがさらに加速するという構造になっているという点はあるものの，現状のままでは

近い将来に積立金が枯渇することは不可避である．また公費負担等により対応した際には，

財政赤字が拡大することも懸念しなければならない点となるだろう．

韓国の場合，直近の財政再計算では，人口や経済状況の想定によって1年程度のずれは

発生するものの，2055年あるいは2056年には積立金が枯渇するという結果が得られている．

また仮に財政収支を均衡させたり，一定の積立度合を維持したりすることを考えるのであ

れば，現在9.0％となっている保険料率を約2倍，あるいはそれ以上に引き上げる必要が

あるという結果になっている．日本の財政検証で得られた結果と比較すると，人口推計の

変化が年金財政に与える影響は驚くほど小さいが，このような結果になった理由としては，

年金財政収支が赤字になったり積立金が枯渇したりするタイミングが比較的早いことが考

えられる．2023年から見て，2041年は18年後，2055年にしても32年後である．年金の被保

険者になるのは生まれてすぐではなく，ある程度の年齢になってからであることを考えれ

ば，比較的近い将来と考えられる2041年，あるいは2055年という時期では，仮にOECD
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16）もちろんすべての15～64歳が被保険者になるわけではなく，15歳をすぎても被保険者ではない場合，あるい

は65歳をすぎても被保険者である場合などもある．



平均のような高い出生率が実現したとしても，人口変動の年金財政に与える影響は比較的

小さなものにとどまるものと考えられる．

したがって，韓国のケースにおいては，人口変動による年金財政の好転はあまり期待で

きない．また金（2018）によれば，韓国政府は所得代替率の引き下げによって財政悪化へ

の対応を行っているものの，実際の所得代替率が低く，国民年金の給付のみでは老後の生

計費をまかなうことは難しいことも指摘されている．したがって，積立金の枯渇をはじめ

とした年金財政の悪化を防ぐために必要な対策としては，保険料率の引き上げなど，1人

当たりの拠出水準を引き上げることが最も重要であると考えられる．

V．むすび

公的年金制度は成立過程や適用対象，制度設計など，同じように少子高齢化に直面する

各国においてもさまざまな違いがあり，どの国についても共通して望ましい制度が存在す

るわけではない．今回取り上げた日本・中国・韓国の3か国だけで見ても，マクロ経済ス

ライドのような自動調整機構は日本のみ，2階部分を積立方式に近い形で運営しているの

は中国のみ，低所得者向けに無拠出制の給付を年金として行っているのは韓国のみという

ように，各国の事情に合わせてさまざまな仕組みが取り入れられている．もちろんこの3

か国にとどまらず，広く世界各国を見渡せば，自動調整機構だけでもOECD加盟国の約

3分の2がさまざまな形で採用していることをはじめとして，ある程度類似した方法によ

り年金財政の安定化と老後の所得保障を目指していることがわかる．また一方で，この3

か国に共通する要素として，支給開始年齢の引き上げなどが挙げられる．OECD（2021）

では，高齢化が年金支出額を増加させるものの，雇用の増加が生産能力を強化するととも

に年金受給者を減少させるため，OECD諸国の平均で見ると，雇用の増加が年金支出総

額の対GDP比を1.1％減少させたと指摘している．インパクトの大きさは国によって異な

るものの，各国における支給開始年齢の引き上げは，いずれも支給総額を抑制し，年金財

政を好転させる効果があると考えられる．

少子高齢化，そして長寿化が進む各国において，引退後の生活を金銭面から支える公的

年金は欠かすことのできない制度となっている．財政検証のような制度の健全性の定期的

な検証は，各国において今後ますます重要性が高まることになると考えられ，長期的に健

全性が保たれることを確認する中では，人口に関する仮定の違いが重要になってくること

が改めて示された．

（2023年9月24日査読終了）
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補論 中国の年金制度のモデル化

公式な推計が存在しない中国については，本文中で述べた通り，簡単なモデルを用いた

機械的な推計を行った．本節ではそのモデルについて解説を行う．

まず，公的年金制度の構造について，式を用いて表現してみよう．

Ft・1・・1・rt・Ft・PCt・PBt （1）

PCt・・tN
・
t （2）

PBt・・tN
o
t （3）

ここで，Fは年金積立金，rは利子率，PCは年金保険料の拠出，PBは年金の給付を表

す．また・は年金保険料額，・は1人あたり年金給付額，N
・
は被保険者数，N

o
は受給者

数を表す．（1）式は年金財政の均衡式である．1期後の年金積立金の残高は，今期の年金

積立金の元利合計に年金保険料の拠出を加え，年金給付を控除することにより求められる．

もちろん補助金等があればそれを加えることも必要である．（2）式は年金保険料の拠出を

表す式である．年金保険料は現役世代からの拠出によりまかなわれ，拠出水準は・で与え

られる．拠出が定額であるような場合であれば・は一定の値をとり，賃金に比例するよう

な場合であれば・は保険料率と賃金の積となる．（3）式は年金給付を表す式である．給付

総額は1人当たり年金給付額・に受給者数を乗じることにより計算される．給付が過去
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の拠出に依存して決定されるような場合には，過去の賃金等を考慮することが必要である．

以上のような式を想定し，中国の被保険者数等のデータを用いながら機械的な推計を行っ

た手順について説明を行う．まずは被保険者の数を計算しよう．制度により被保険者の要

件は異なるが，企業従業員基本年金保険制度や機関事業団体職員年金保険制度を想定した

場合には，就業者数を計算することが必要である．就業者数は労働力人口から失業者数を

控除することで計算することができる．労働力人口は，人口に労働力率を乗じることで，

また失業者数は労働力人口に失業率を乗じることにより計算することができる．ただし筆

者が計算を行った際，このように計算された値は『中国統計年鑑』から得られた就業者数

とはある程度の乖離が発生した．本来であればこの時点で乖離の補正を行うところである

が，本稿の目的は被保険者数の計算であり，またその際に必要とされるものは都市就業者

数であるため，補正は都市就業者数の計算の際に行った．

『中国統計年鑑』では就業者数が都市就業者数と農村就業者数に分けて計上されている．

于（2022）によれば企業従業員基本年金保険制度や機関事業団体職員年金保険制度の被保

険者はほとんどが都市就業者であるということで，本稿でもその考え方にしたがって，企

業従業員基本年金保険制度や機関事業団体職員年金保険制度の被保険者は都市就業者であ

ると想定して計算を行う．都市就業者と農村就業者の比率を計算した上で，この比率を用

いて，さきほど計算した就業者数を分割し，さらにこの計算された都市就業者数と実際の

都市就業者数の乖離を補正する．また，労働力率や失業率はTheWorldBankのWorld

BankOpenDataに男女別の値があること，さらに年金の支給開始年齢には男女で差が

あることから，就業者数は男女別で計算している．なお全就業者に占める都市就業者の割

合については男女で差がないと仮定している．

さて，就業者基本年金保険制度の被保険者は，企業従業員基本年金保険制度の被保険者

と機関事業団体職員年金保険制度の被保険者に分けることができる．両者の比率を見ると

前者が圧倒的に多数であるが，後者も就業者基本年金保険制度の10％程度を占めているた

め，無視しうる大きさではない．したがって，過去分については実績，将来分については

直近の値をもとに按分している．最後に都市・農村住民基本年金保険制度であるが，これ

は就業者基本年金保険制度に該当しない者の一部が被保険者になると考えられる．したがっ

て，まずは16～59歳の全人口から企業従業員基本年金保険制度や機関事業団体職員年金保

険制度の被保険者数を控除した値を計算し，その値と16～59歳の全人口との比を求めるこ

とにより，都市・農村住民基本年金保険制度に該当する割合とした．

受給者についても，過去のデータをもとに計算を行っている．まずは都市就業者の男女

比をもとに，企業従業員基本年金受給者数を男女別に計算する．もちろん受給資格は過去

の就業履歴に基づくものであることから，正確な値を計算するためには過去の性・年齢別

の就業者数の値が必要であり，現在の都市就業者の男女比を用いても正確な値を計算する

ことは不可能である．しかし過去，特に現在の受給者が被保険者であったと考えられる時

期の性・年齢別就業者数の値は入手不可能であること，また都市就業者の男女比は直近で

は多少男性が増加傾向ではあるものの，2006年以降ほぼ60％前後で安定していることから，
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都市就業者の男女比は直近の値を利用している．さらに，このようにして計算された男女

別の企業従業員基本年金の受給者数について，受給者資格を得る男性60歳以上，女性50歳

以上の人口との比を求める．将来の受給者数の計算にあたっては，当該比率の直近の値を

用いることとする．機関事業団体職員年金受給者についても手順は企業従業員基本年金と

同様である．ただし女性の支給開始年齢は企業従業員基本年金と異なり55歳なので，人口

との比を求める際には55歳以上の人口を用いる．最後に都市・農村住民基本年金保険受給

者である．これについては男女計の都市・農村住民基本年金保険受給者数の60歳以上人口

に占める割合を計算し，直近の値をもとに将来の受給者数を計算している．

続いては保険料収入と収入合計額，基礎年金支出額と支出合計額の計算である．前述の

通り，保険料は企業従業員基本年金保険制度や機関事業団体職員年金保険制度の場合，事

業主が賃金総額の16％，加入者が賃金の8％を拠出する．また都市・農村住民基本年金保

険制度は12段階の保険料を加入者が自由に選択する．したがって，企業従業員基本年金保

険制度と機関事業団体職員年金保険制度については，既に計算された被保険者数に平均賃

金と保険料率を乗じることにより，保険料収入の額を計算することとする．都市・農村住

民基本年金保険制度については，保険料収入額を被保険者数で除算することにより1人当

たりの保険料拠出額とし，この直近の値が将来にわたって続くと仮定する．また，それぞ

れの制度について，前期の残高に利子率を乗じたものを運用収入とする．収入は保険料収

入と運用収入だけでなく，公費負担等もあるが，こちらについては特別な計算は行わず，

保険料収入と運用収入の和と，収入合計との比を用いて，実績値との乖離を調整する．支

出合計額も年金給付だけでなく死亡一時金等の支出があるが，これも特別な計算は行わず，

年金給付総額と支出合計額との比を用いて，実績値との乖離を調整する．これらの調整に

用いる比についても，直近の値が将来にわたって継続すると仮定している．

以上のような手順により得られた収入と支出から，各年の収支を計算し，さらには前年

の積立金残高の値も用いることで，当年の積立金残高も計算することができる．
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PublicPensionSystemsinanAgeingSocietywithLowFertility:
AComparisonofJapan,China,andKorea

SATOItaru

Weanalyzedtheimpactofpopulationchangeforthepublicpensionsystemsofthree

countries:Japan,China,andSouthKorea.Sincethereareofficialestimatessuchasthe2019

actuarialvaluationforJapanandthe2023financialcalculationforSouthKorea,weusedthese

estimates.SincetherearenosuchofficialestimatesforChina,weconstructedasimplemodeland

performedmechanicalestimation.

TheresultsshowthatinJapan,onlyinthecaseoflowfertilityorlowmortality,thereserve

ofthenationalpensionwillbedepletedabout90yearsfromnow,orthereplacementratiowillfall

below50%.InthecaseofChina,thereserveisrapidlydeclining,withtheresultthatthebasic

corporateemployees'pensioninsurancesystemwillbedepletedin2035.InSouthKorea,the

reservewillbedepletedby2055.ThisscheduleforreservedepletioninChinaandSouthKorea

remainsvirtuallyunchangedregardlessofwhetherhigh,medium,orlowfertilityassumptionsare

made.ThismaybeduetothefactthatreservedepletionisexpectedintheverynearfutureinChina

andSouthKorea.Inotherwords,evenifthenumberoflivebirthsincreases,itwilltakeacertain

periodoftimebeforetheybecomeinsured,andifthereserveisdepletedinthenearfuture,the

effectofchangesinthenumberoflivebirthswillnotappearinthenearterm.InJapan,ontheother

hand,thelong-termsoundnessofthepopulationmeansthattheimpactofpopulationchangeson

reservescanbeclearlyrecognized.

Incountrieswithdecliningbirthratesandagingpopulationsaswellasincreasinglongevity,

publicpensionsareindispensablesystemsthatfinanciallysupportpeopleintheirretirementyears.

Periodicverificationofthehealthofpublicpensionsystems,suchasactuarialvaluation,islikely

tobecomeincreasinglyimportantineachcountry,anddifferencesinassumptionsaboutpopulation

willbeimportantinconfirmingthatthehealthofthesesystemsismaintainedoverthelongterm.

Keywords:actuarialvaluation,reserve,populationprojection,insured


